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(57)【要約】
　本発明の一側面は、電子部品と、電磁波シールド性放
熱シートと、電子部品及び電磁波シールド性放熱シート
を収容する筐体と、を備え、電磁波シールド性放熱シー
トは、第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝
導性樹脂層とをこの順に備え、かつ、第１の熱伝導性樹
脂層が電子部品に接触し、第２の熱伝導性樹脂層が筐体
に接触するように配置されている、電子機器である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子部品と、
　電磁波シールド性放熱シートと、
　前記電子部品及び前記電磁波シールド性放熱シートを収容する筐体と、を備え、
　前記電磁波シールド性放熱シートは、第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝
導性樹脂層とをこの順に備え、かつ、前記第１の熱伝導性樹脂層が前記電子部品に接触し
、前記第２の熱伝導性樹脂層が前記筐体に接触するように配置されている、電子機器。
【請求項２】
　前記導電層が、金属箔又は金属メッシュで形成されている、請求項１に記載の電子機器
。
【請求項３】
　前記導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む、請求項１又は２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、請求項１～３のいずれか一項に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記熱伝導性フィラーの含有量が、前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性
樹脂層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、請求項４に記載の電子機器。
【請求項６】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、請求項１～５のいずれか一項に記載の電子機器。
【請求項７】
　第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝導性樹脂層とをこの順に備える、電磁
波シールド性放熱シート。
【請求項８】
　前記導電層が、金属箔又は金属メッシュで形成されている、請求項７に記載の電磁波シ
ールド性放熱シート。
【請求項９】
　前記導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む、請求項７又は８に記載の電磁波シールド性放熱シート。
【請求項１０】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、請求項７～９のいずれか一項に記載の電磁波シールド性
放熱シート。
【請求項１１】
　前記熱伝導性フィラーの含有量が、前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性
樹脂層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、請求項１０に記載の電磁波シールド
性放熱シート。
【請求項１２】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、請求項７～１１のいずれか一項に記載の電磁波シールド性放熱
シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子機器及び電磁波シールド性放熱シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　電子部品の小型化、軽量化に伴い、電子部品の高密度実装化が進んでおり、誤作動の防
止や人体への影響抑制のため、電子部品から生じる電磁波を遮蔽すること（電磁波シール
ド）の必要性が高まっている。従来、電磁波シールドの方法として、電子部品を金属製の
筐体に密閉する方法が採られてきたが、この方法では、絶縁性を確保するために電子部品
と筐体との空間距離が必要であり、電子機器の小型化の障害となっていた。これに対して
、金属筐体に代わる電磁波シールド材として、シート状の電磁波シールド材が提案されて
いる（例えば特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－４５０４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一方で、上述したような電子機器においては、電子部品から発生する熱による電子機器
の故障などを防ぐために、電子機器の外部に放熱することも重要となる。しかし、特許文
献１に記載されているようなシート状の電磁波シールド材は放熱性を有しておらず、放熱
のためには、電子機器内に放熱部材を別途設ける必要がある。この場合、部材の数が増え
るため、電子機器の小型化が困難になる。
【０００５】
　そこで、本発明の目的は、電子機器に電磁波シールド性及び放熱性を付与しつつ、電子
機器を小型化することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、導電層の両面に熱伝導性樹脂層を積層したシートを
用い、一方の熱伝導性樹脂層が電子部品に、他方の熱伝導性樹脂層が筐体にそれぞれ接触
するように配置することにより、電子機器に電磁波シールド性及び放熱性を付与しつつ、
電子機器の小型化が可能になることを見出した。
【０００７】
　すなわち、本発明は、いくつかの側面において、以下を提供可能である。
［１］　電子部品と、電磁波シールド性放熱シートと、電子部品及び電磁波シールド性放
熱シートを収容する筐体と、を備え、電磁波シールド性放熱シートは、第１の熱伝導性樹
脂層と、導電層と、第２の熱伝導性樹脂層とをこの順に備え、かつ、第１の熱伝導性樹脂
層が電子部品に接触し、第２の熱伝導性樹脂層が筐体に接触するように配置されている、
電子機器。
［２］　導電層が、金属箔又は金属メッシュで形成されている、［１］に記載の電子機器
。
［３］　導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種
を含む、［１］又は［２］に記載の電子機器。
［４］　第１の熱伝導性樹脂層及び第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹脂
及び熱伝導性フィラーを含む、［１］～［３］のいずれかに記載の電子機器。
［５］　熱伝導性フィラーの含有量が、第１の熱伝導性樹脂層及び第２の熱伝導性樹脂層
のそれぞれに対して４０～８５体積％である、［４］に記載の電子機器。
［６］　第１の熱伝導性樹脂層及び第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切り
込みが形成されている、［１］～［５］のいずれかに記載の電子機器。
［７］　第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝導性樹脂層とをこの順に備える
、電磁波シールド性放熱シート。
［８］　導電層が、金属箔又は金属メッシュで形成されている、［７］に記載の電磁波シ
ールド性放熱シート。
［９］　導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種
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を含む、［７］又は［８］に記載の電磁波シールド性放熱シート。
［１０］　第１の熱伝導性樹脂層及び第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、［７］～［９］のいずれかに記載の電磁波シールド性放
熱シート。
［１１］　熱伝導性フィラーの含有量が、第１の熱伝導性樹脂層及び第２の熱伝導性樹脂
層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、［１０］に記載の電磁波シールド性放熱
シート。
［１２］　第１の熱伝導性樹脂層及び第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、［７］～［１１］のいずれかに記載の電磁波シールド性放熱シ
ート。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、電子機器に電磁波シールド性及び放熱性を付与しつつ、電子機器を小
型化することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】一実施形態に係る電子機器を示す模式断面図である。
【図２】一実施形態に係る電磁波シールド性放熱シートを示す斜視図である。
【図３】他の一実施形態に係る電磁波シールド性放熱シートを示す斜視図である。
【図４】従来の電子機器を示す模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を適宜参照しながら、本発明の実施形態について詳細に説明する。
【００１１】
　図１は、一実施形態に係る電子機器を示す模式断面図である。図１に示すように、一実
施形態に係る電子機器１は、基板２と、複数の半田３を介して基板２上に設けられた電子
部品４と、電磁波シールド性放熱シート（以下、単に「放熱シート」ともいう）５と、こ
れらを収容する筐体６とを備えている。
【００１２】
　基板２は、例えば、プリント基板等であってよい。電子部品４は、例えば、ＬＳＩ（大
規模集積回路）、ＩＣ（集積回路）、半導体パッケージ等であってよい。半田３は、基板
２における配線と電子部品４とを互いに電気的に接続している。半田３は、例えば、半田
ボールであってよく、電子部品４のピンが基板２に挿入された状態で半田付けにより形成
されたものであってもよい。
【００１３】
　筐体６は、例えば、中空の略直方体状の箱体である。筐体６は、金属製又は樹脂製であ
ってよい。筐体６は、例えば、電磁波シールド性を有する金属製の筐体であってよく、電
磁波シールド性を有しない樹脂製の筐体であってもよい。この電子機器１は電磁波シール
ド性を有する放熱シート５を備えているため、筐体６が電磁波シールド性を有さないもの
（例えば樹脂製の筐体）であっても、電子部品４から発生する電磁波は、放熱シート５に
よって好適に遮蔽され、電子機器１の外部に漏れにくくなっている。
【００１４】
　放熱シート５は、導電層（導電性基材）７と、導電層７の両面にそれぞれ積層された熱
伝導性樹脂層８，９とを備えている。図２は、放熱シート５の一実施形態を示す斜視図で
ある。図２に示すように、一実施形態に係る放熱シート５Ａは、第１の熱伝導性樹脂層８
Ａと、導電層７と、第２の熱伝導性樹脂層９とをこの順に備えている。第１の熱伝導性樹
脂層８Ａ、導電層７及び第２の熱伝導性樹脂層９は、互いに略同一の平面形状（例えば矩
形状）を有しており、各層の端面が互いに揃うように積層されて放熱シート５を構成して
いる。
【００１５】
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　電子機器１においては、放熱シート５は、第１の熱伝導性樹脂層８が電子部品４に接触
し、第２の熱伝導性樹脂層９が筐体６に接触するように配置されている。これにより、電
子部品４で発生した熱を、筐体６を介して外部に放出することができる。
【００１６】
　導電層７は、金属箔又は金属メッシュで形成されていることが好ましい。導電層７は、
金属箔又は金属メッシュを構成する金属として、例えば、アルミニウム、銅、銀及び金か
らなる群より選ばれる少なくとも１種を含んでいる。金属箔は、アルミニウム箔、銅箔、
銀箔又は金箔であってよく、好適な比重が得られ、電磁波シールド性に更に優れる観点か
ら、好ましくは、アルミニウム箔又は銅箔である。
【００１７】
　金属メッシュは、上述した金属の繊維がメッシュ状に編みこまれているものであってよ
く、天然繊維や合成繊維等の有機繊維、又は無機繊維に、導電性金属をメッキ、スパッタ
、蒸着などによって被覆したものがメッシュ状になっているものでもよい。天然繊維とし
ては、綿や麻などが挙げられる。合成繊維としては、ポリエステル繊維、ポリオレフィン
繊維、アラミド繊維などが挙げられる。無機繊維としては、炭素繊維やガラス繊維が挙げ
られる。導電性金属は、上述したアルミニウム、銅、銀又は金であってよく、ニッケル又
は亜鉛であってもよい。
【００１８】
　導電層７の厚さは、電磁波シールド性を更に向上させる観点から、好ましくは１０μｍ
以上であり、放熱シート５の柔軟性や重量が好適である観点から、好ましくは３００μｍ
以下であり、２００μｍ以下、１００μｍ以下、又は５０μｍ以下であってもよい。
【００１９】
　熱伝導性樹脂層８，９は、特に限定されないが、例えば、（Ａ）樹脂成分及び（Ｂ）熱
伝導性フィラーを含む熱伝導性樹脂組成物の硬化物で形成されている。
【００２０】
＜（Ａ）樹脂成分＞
　（Ａ）樹脂成分は、柔軟性に優れ、熱伝導性（放熱性）に更に優れる放熱シート５を得
ることができる観点から、好ましくはシリコーン樹脂を含む（ａ）シリコーン樹脂成分で
ある。
【００２１】
　（ａ）シリコーン樹脂成分は、特に限定されず、例えば、過酸化物架橋、縮合反応架橋
、付加反応架橋、紫外線架橋等による硬化反応によって硬化し得る成分であってよく、好
ましくは、付加反応架橋による硬化反応によって硬化し得る成分である。（ａ）シリコー
ン樹脂成分は、好ましくは付加反応型のシリコーン樹脂を含み、より好ましくは一液付加
反応型又は二液付加反応型のシリコーン樹脂を含む。
【００２２】
　（ａ）シリコーン樹脂成分は、好ましくは、（ａ１）少なくとも末端又は側鎖にビニル
基を有するオルガノポリシロキサン（以下、「ビニル基を有するオルガノポリシロキサン
」ともいう。）と、（ａ２）少なくとも末端又は側鎖に２個以上のＨ－Ｓｉ基を有するオ
ルガノポリシロキサン（以下、「Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサン」ともいう
。）と、を含む二液付加反応型液状シリコーン樹脂成分である。
【００２３】
　（ａ）シリコーン樹脂成分において、（ａ１）と（ａ２）とが反応し硬化することによ
り、シリコーンゴムが形成される。このような（ａ）シリコーン樹脂成分を（Ｂ）熱伝導
性フィラーと共に用いることにより、熱伝導性樹脂組成物中に例えば４０～８５体積％と
いう大きい含有量で熱伝導性フィラーを含有させる場合であっても、高い柔軟性の熱伝導
性樹脂層を得ることができる。更に、熱伝導性フィラーを多く含有させることができるの
で、高熱伝導性の熱伝導性樹脂層を得ることができる。
【００２４】
　（ａ１）は、少なくとも末端又は側鎖のどこかにビニル基を有するオルガノポリシロキ
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サンであり、直鎖状構造又は分岐状構造のいずれを有していてもよい。ビニル基を有する
オルガノポリシロキサンは、例えば、オルガノポリシロキサンの分子内の（Ｓｉ－Ｒ）で
表される構造において、Ｒ部分の一部がビニル基になっているものである。
【００２５】
　（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンは、具体的には、例えば、以下の式
（ａ１－１）で表される構造単位又は式（ａ１－２）で表される末端構造を有していてよ
い。（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンは、例えば、式（ａ１－１）で表
される構造単位及び式（ａ１－３）で表される構造単位を有していてよく、式（ａ１－２
）で表される末端構造及び式（ａ１－３）で表される構造単位を有していてもよい。ただ
し、（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンは、これらの構造単位又は末端構
造を有するものに限定されない。
【化１】

【００２６】
　（ａ１）中のビニル基の含有量は、０．０１モル％以上であってよく、１５モル％以下
又は５モル％以下であってよく、好ましくは０．０１～１５モル％、より好ましくは０．
０１～５モル％である。本発明における「ビニル基の含有量」とは、（ａ１）中のビニル
基及びＳｉ原子の合計モル数に対するビニル基のモル数の割合（モル％）を意味する。
【００２７】
　ビニル基の含有量は、以下の方法により測定される。
　ＮＭＲによりビニル基の含有量を測定する。具体的には、例えばＪＥＯＬ社製　ＥＣＰ
－３００ＮＭＲを使用し、重溶媒として重クロロホルムにビニル基を有するオルガノポリ
シロキサンを溶解して測定する。測定結果から算出されるビニル基のモル数及びＳｉ原子
（Ｓｉ－ＣＨ３基、Ｈ－Ｓｉ基等に由来する）のモル数の合計を１００モル％とした場合
のビニル基のモル数の割合を、ビニル基の含有量（モル％）とする。
【００２８】
　（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンは、好ましくは、ビニル基に加えて
アルキル基を有するアルキルポリシロキサンである。このアルキル基は、好ましくは炭素
数１～３のアルキル基（例えば、メチル基、エチル基等）であり、より好ましくはメチル
基である。（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンは、末端及び／又は側鎖に
ビニル基を有するメチルポリシロキサンであってよい。
【００２９】
　（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンの質量平均分子量（重量平均分子量
ともいう。以下同じ。）は、好ましくは４００，０００未満であり、２００，０００以下
であってよく、１０，０００以上又は１５，０００以上であってよく、より好ましくは１
０，０００～２００，０００であり、更に好ましくは１５，０００～２００，０００であ
る。（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサンの質量平均分子量は、実施例に記
載の方法により測定される。
【００３０】
　（ａ２）は、少なくとも末端又は側鎖のどこかに２個以上のＨ－Ｓｉ基を有するオルガ
ノポリシロキサンであり、直鎖状構造又は分岐状構造のいずれを有していてもよい。Ｈ－
Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンは、例えば、オルガノポリシロキサンの分子内の
（Ｓｉ－Ｒ）で表される構造において、Ｒ部分の一部がＨ（水素原子）になっていている
ものである。
【００３１】
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　（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンは、具体的には、例えば、以下の
式（ａ２－１）で表される構造単位又は式（ａ２－２）で表される末端構造を有していて
よい。（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンは、例えば、式（ａ２－１）
で表される構造単位及び式（ａ２－３）で表される構造単位を有していてよく、式（ａ２
－２）で表される末端構造及び式（ａ２－３）で表される構造単位を有していてもよい。
ただし、（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンは、これらの構造単位又は
末端構造を有するものに限定されない。
【化２】

【００３２】
　（ａ２）中のＨ－Ｓｉ基の含有量は、０．０１モル％以上であってよく、１５モル％以
下又は５モル％以下であってよく、好ましくは０．０１～１５モル％、より好ましくは０
．０１～５モル％である。本発明における「Ｈ－Ｓｉ基の含有量」とは、（ａ２）中のＳ
ｉ原子のモル数に対するＨ－Ｓｉ基のモル数の割合（モル％）を意味する。
【００３３】
　Ｈ－Ｓｉ基の含有量は、以下の方法により測定される。
　ＮＭＲによりＨ－Ｓｉ基含有量を測定する。具体的には、例えばＪＥＯＬ社製　ＥＣＰ
－３００ＮＭＲを使用し、重溶媒として重クロロホルムにＨ－Ｓｉ基を有するオルガノポ
リシロキサンを溶解して測定する。測定結果から算出されるＳｉ原子（Ｓｉ－ＣＨ３基、

Ｈ－Ｓｉ基等に由来する）のモル数を１００モル％とした場合のＨ－Ｓｉ基のモル数の割
合を、Ｈ－Ｓｉ基の含有量（モル％）とする。
【００３４】
　（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンは、好ましくは、Ｈ－Ｓｉ基に加
えてアルキル基を有するアルキルポリシロキサンである。このアルキル基は、好ましくは
炭素数１～３のアルキル基（例えば、メチル基、エチル基等）であり、より好ましくはメ
チル基である。（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンは、末端及び／又は
側鎖にＨ－Ｓｉ基を２個以上有するメチルポリシロキサンであってよい。
【００３５】
　（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサンの質量平均分子量は、好ましくは
４００，０００以下であり、２００，０００以下であってよく、１０，０００以上又は１
５，０００以上であってよく、より好ましくは１０，０００～２００，０００であり、更
に好ましくは１５，０００～２００，０００である。（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガ
ノポリシロキサンの質量平均分子量は、実施例に記載の方法により測定される。
【００３６】
　（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサン及び（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基を有するオ
ルガノポリシロキサンは、ポリシロキサン骨格の側鎖にフェニル基、トリフルオロプロピ
ル基等のその他の有機基を有するその他の構造を更に含んでいてもよい。その他の構造を
有する構造単位は、フェニルメチルシロキサン、ジフェニルシロキサンに由来する構造単
位であってよい。（ａ）シリコーン樹脂を構成するオルガノポリシロキサンは、エポキシ
基等の官能基を有する変性オルガノポリシロキサンであってもよい。
【００３７】
　（ａ）シリコーン樹脂成分の２５℃での粘度は、１００ｍＰａ・ｓ以上又は３５０ｍＰ
ａ・ｓ以上であってよく、２，５００ｍＰａ・ｓ以下又は２，０００ｍＰａ・ｓ以下であ
ってよく、例えば１００～２，５００ｍＰａ・ｓであり、好ましくは１００～２，０００
ｍＰａ・ｓであり、より好ましくは３５０～２，０００ｍＰａ・ｓである。（ａ）シリコ
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ーン樹脂成分の２５℃での粘度が１００ｍＰａ・ｓ以上であると、熱伝導性樹脂層が裂け
ることを抑制できる点で有利であり、（ａ）シリコーン樹脂成分の２５℃での粘度が２，
５００ｍＰａ・ｓ以下であると、熱伝導性フィラーを高充填しやすくなる点で有利である
。
【００３８】
　（ａ）シリコーン樹脂成分の２５℃での粘度は、例えばＢＲＯＯＫＦＩＥＬＤ社製Ｂ型
粘度計「ＲＶＤＶＩＴ」を用いて測定できる。スピンドルにはｆシャフトを使用し、２０
ｒｐｍでの粘度として測定される。
【００３９】
　（ａ）シリコーン樹脂成分は、好ましくは、熱硬化性のオルガノポリシロキサンを含む
。（ａ）シリコーン樹脂成分は、ポリオルガノポリシロキサン（ベースポリマー、主剤と
もいう）に加えて、硬化剤（架橋性オルガノポリシロキサン）を更に含んでいてもよい。
（ａ）シリコーン樹脂成分は、付加反応を促進させるための付加反応触媒を更に含んでい
てもよい。
【００４０】
　上述したような（ａ）シリコーン樹脂成分として、市販品を使用することができる。市
販品のシリコーン樹脂成分は、二液付加反応型液状シリコーンゴムとして、例えば、モメ
ンティブ社製「ＴＳＥ－３０６２」「Ｘ１４－Ｂ８５３０」、東レダウコーニング社製「
ＳＥ－１８８５Ａ／Ｂ」等であってよいが、これらの具体的な市販品の範囲に限定される
ものではない。
【００４１】
　（Ａ）樹脂成分は、上記（ａ）シリコーン樹脂成分に加えて、アクリル樹脂及びエポキ
シ樹脂等のその他の樹脂を更に含有していてもよい。
【００４２】
　（Ａ）樹脂成分（（ａ）シリコーン樹脂成分）の含有量は、熱伝導性樹脂層の全体積に
対して、１０体積％以上又は１５体積％以上であってよく、６５体積％以下又は６０体積
％以下であってよく、好適には１０～６５体積％であり、より好適には１５～６０体積％
である。（Ａ）樹脂成分（（ａ）シリコーン樹脂成分）の含有量が１０体積％以上である
と柔軟性を高くすることができ、６５体積％以下であると熱伝導率の低下を回避しやすい
点で有利である。
【００４３】
＜（Ｂ）熱伝導性フィラー＞
　熱伝導性フィラーは、例えば熱伝導率が１０Ｗ／ｍ・Ｋ以上のフィラーである。熱伝導
性フィラーは、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、窒化ホウ素、窒化アルミニウム、
窒化珪素、炭化珪素、金属アルミニウム、黒鉛等であってよい。熱伝導性フィラーとして
、これらを１種単独で又は２種以上組み合わせて使用することができる。熱伝導性フィラ
ーは、好ましくは球状（好適には球形度が０．８５以上）である。
【００４４】
　熱伝導性フィラーは、より高い熱伝導性を示すとともに、樹脂への充填性が良好なため
、好ましくは酸化アルミニウムである。酸化アルミニウム（以下、「アルミナ」ともいう
。）は、水酸化アルミニウム粉末の火炎溶射法、バイヤー法、アンモニウムミョウバン熱
分解法、有機アルミニウム加水分解法、アルミニウム水中放電法、凍結乾燥法等のいずれ
の方法で製造されたものであってもよい。酸化アルミニウムは、粒径分布の制御及び粒子
形状制御の点から、好ましくは水酸化アルミニウム粉末の火炎溶射法で製造されたもので
ある。
【００４５】
　アルミナの結晶構造は、単結晶体及び多結晶体のいずれでもよい。アルミナの結晶相は
、高熱伝導性の点から、好ましくはα相である。アルミナの比重は、アルミナ粒子の内部
に存在する空孔と低結晶相の存在割合が多くなることを避け、熱伝導率を更に高められる
（例えば２．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上）観点から、好ましくは３．７以上である。
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【００４６】
　アルミナは、好ましくは球状である。アルミナが球状である場合、アルミナの球形度は
、流動性が低下して熱伝導性樹脂層内でフィラーが偏析してしまうこと、及びそれに伴っ
て物性のばらつきが大きくなることを抑制する観点から、好ましくは０．８５以上である
。球形度が０．８５以上であるアルミナは、市販品として入手可能であり、例えば、デン
カ株式会社製の球状アルミナＤＡＷ４５Ｓ（商品名）、球状アルミナＤＡＷ０５（商品名
）、球状アルミナＡＳＦＰ２０（商品名）等であってよい。
【００４７】
　熱伝導性フィラーは、好ましくは、粒度分布において、粒径１０μｍ以上１００μｍ以
下、１μｍ以上１０μｍ未満、又は１μｍ未満の範囲で極大値（ピーク）を有する。熱伝
導性フィラーの粒度分布は、熱伝導性フィラーの分級・混合操作によって調整することが
できる。
【００４８】
　熱伝導性フィラーは、好ましくは、粒径１０μｍ以上１００μｍ以下の範囲に極大値（
ピーク）を有する熱伝導性フィラー（Ｂ－１）と、粒径１μｍ以上１０μｍ未満の範囲に
極大値（ピーク）を有する熱伝導性フィラー（Ｂ－２）と、粒径１μｍ未満の範囲に極大
値（ピーク）を有する熱伝導性フィラー（Ｂ－３）と、を含む。熱伝導性フィラー（Ｂ－
１）は、平均粒径１０μｍ以上１００μｍ以下の熱伝導性フィラーであってよい。熱伝導
性フィラー（Ｂ－２）は、平均粒径１μｍ以上１０μｍ未満の熱伝導性フィラーであって
よい。熱伝導性フィラー（Ｂ－３）は、平均粒径１μｍ未満の熱伝導性フィラーであって
よい。熱伝導性フィラーの粒度分布及び平均粒径は、実施例に記載に方法により測定され
る。
【００４９】
　熱伝導性フィラー（Ｂ－１）の割合は、熱伝導性フィラーの全体積に対して、好ましく
は１５体積％以上であり、２０体積％以上、３０体積％以上、又は４０体積％以上であっ
てよく、７０体積％以下、６０体積％以下、又は５０体積％以下であってよく、より好ま
しくは２０～６０体積％である。
【００５０】
　熱伝導性フィラー（Ｂ－２）の割合は、熱伝導性フィラーの全体積に対して、１０体積
％以上、１２体積％以上、又は２０体積％以上であってよく、４０体積％以下、３５体積
％以下、又は３０体積％以下であってよく、好ましくは１０～３０体積％、より好ましく
は１２～３０体積％である。
【００５１】
　熱伝導性フィラー（Ｂ－３）の割合は、熱伝導性フィラーの全体積に対して、５体積％
以上又は８体積％以上であってよく、３０体積％以下、２５体積％以下、２０体積％以下
又は１５体積％以下であってよく、好ましくは５～３０体積％、より好ましくは８～２０
体積％である。
【００５２】
　熱伝導性フィラーの含有量は、熱伝導性樹脂層の全体積に対して、２０体積％以上又は
３０体積％以上であってよく、好ましくは３５体積％以上又は４０体積％以上であり、９
５体積％以下又は８０体積％以下であってよく、好ましくは８５体積％以下であり、より
好ましくは４０～８５体積％である。熱伝導性フィラーの含有量が３５体積％以上である
と、熱伝導性樹脂層の熱伝導性が更に良好となる。熱伝導性フィラーの含有量が８５体積
％以下であると、熱伝導性樹脂組成物の流動性が悪くなるのを回避しやすく、熱伝導性樹
脂層を作製しやすい。
【００５３】
　熱伝導性樹脂組成物は、アセチルアルコール類、マレイン酸エステル類などの反応遅延
剤、粒径が十～数百μｍのアエロジルやシリコーンパウダーなどの増粘剤、難燃剤、顔料
などを更に含有することができる。
【００５４】
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　第１の熱伝導性樹脂層８及び第２の熱伝導性樹脂層９の厚さは、それぞれ、０．１ｍｍ
以上であってよく、１０ｍｍ以下であってよい。第１の熱伝導性樹脂層８及び第２の熱伝
導性樹脂層９の熱伝導率は、それぞれ、好ましくは０．５Ｗ／ｍＫ以上である。
【００５５】
　放熱シート５の厚さは、好ましくは０．２ｍｍ以上であり、１ｍｍ以上又は１．５ｍｍ
以上であってよく、１５ｍｍ以下又は１２ｍｍ以下であってよく、好ましくは１０ｍｍ以
下であり、０．２ｍｍ～１０ｍｍであってもよい。放熱シート５の厚さが０．２ｍｍ以上
であると、熱伝導性フィラーによる表面の粗さが大きくなること、及びそれに伴う熱伝導
性の低下を抑制できる。放熱シート５の厚さが１０ｍｍ以下であると、熱伝導性の低下を
抑制できる。放熱シート５の厚さは、熱伝導性樹脂組成物の硬化後の厚さを基準とする。
放熱シート５は、高い熱伝導性を有するものであり、０．５Ｗ／ｍＫ以上の熱伝導率を有
する。
【００５６】
　放熱シート５のアスカーＣ硬度は、好ましくは４０未満であり、より好ましくは３５以
下であり、更に好ましくは３０以下である。アスカーＣ硬度の下限値は、放熱シート５を
取り扱う際のハンドリング性に優れる点から、好ましくは５以上である。
【００５７】
　放熱シート５は、例えば、導電層７の一方面上に、熱伝導性樹脂組成物を配置し、第１
の熱伝導性樹脂層８及び第２の熱伝導性樹脂層９の一方を形成する工程（ａ－１）と、導
電層７の他方面上に、熱伝導性樹脂組成物を配置し、第１の熱伝導性樹脂層８及び第２の
熱伝導性樹脂層９の他方を形成する工程（ａ－２）と、を備える製造方法により製造され
る。
【００５８】
　放熱シート５の製造方法は、他の一実施形態において、樹脂フィルム（例えばＰＥＴフ
ィルムなど）上に、熱伝導性樹脂組成物を配置し、第１の熱伝導性樹脂層８及び第２の熱
伝導性樹脂層９の一方を形成する工程（ｂ－１）と、工程（ｂ－１）で形成された第１の
熱伝導性樹脂層８又は第２の熱伝導性樹脂層９上に、導電層７を設ける（例えばラミネー
トする）工程（ｂ－２）と、工程（ｂ－２）で設けられた導電層７上に、熱伝導性樹脂組
成物を配置し、第１の熱伝導性樹脂層８及び第２の熱伝導性樹脂層９の他方を形成する工
程（ｂ－３）と、を備えていてもよい。
【００５９】
　各実施形態の製造方法において用いられる熱伝導性樹脂組成物は、公知の方法にて得る
ことができ、例えば、成分（Ａ）及び（Ｂ）を混合することで得ることができる。混合に
は、ロールミル、ニーダー、バンバリーミキサー等の混合機が用いられる。
【００６０】
　工程（ａ－１）、工程（ａ－２）、工程（ｂ－１）及び工程（ｂ－３）において、熱伝
導性樹脂組成物を配置する方法は、好ましくはドクターブレード法である。当該方法は、
熱伝導性樹脂組成物の粘度に応じて、押し出し法、プレス法、カレンダーロール法等であ
ってもよい。
【００６１】
　工程（ａ－１）、工程（ａ－２）、工程（ｂ－１）及び工程（ｂ－３）においては、例
えば、熱伝導性樹脂組成物を加熱硬化させることにより、第１の熱伝導性樹脂層８又は第
２の熱伝導性樹脂層９を形成してよい。
【００６２】
　加熱硬化は、一般的な熱風乾燥機、遠赤外乾燥機、マイクロ波乾燥機等を用いて行われ
る。加熱温度は、好ましくは５０～２００℃である。加熱温度が５０℃以上であると架橋
が充分に進行しやすく、２００℃以下であると加熱による劣化を抑制できる。加熱硬化時
間は、好ましくは２～１４時間である。
【００６３】
　放熱シート５の他の一実施形態においては、第１の熱伝導性樹脂層８及び第２の熱伝導
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性樹脂層９の表面（導電層７と反対側の表面）に切り込み（複数の切り込み線）が形成さ
れていてよい。図３は、他の一実施形態に係る放熱シートを示す斜視図である。図３に示
すように、この放熱シート５Ｂでは、第１の熱伝導性樹脂層８Ｂが、その表面（導電層７
と反対側の表面）に切り込み１０（複数の切り込み線）を有している。これにより、放熱
シート５Ｂは、高熱伝導性に加えて、高柔軟性及び高追従性を有する。
【００６４】
　図３に示す実施形態では、熱伝導性樹脂層の一方（第１の熱伝導性樹脂層８）のみに切
り込み１０が形成されているが、他の一実施形態では、熱伝導性樹脂層の両方（第１の熱
伝導性樹脂層８及び第２の熱伝導性樹脂層９）に切り込みが形成されていてよい。
【００６５】
　ところで、従来の熱伝導性シートでは、熱伝導性樹脂層に溝（所定の幅を有する溝）が
設けられている場合があるが、このような熱伝導性シートを電子部品と筐体との間に挟持
した場合に、熱伝導性樹脂層の溝内に排出できない空気が残り、熱抵抗が上がる（熱伝導
率が下がる）おそれがある。これに対し、放熱シート５Ｂが電子部品４と筐体６との間に
挟持された場合、熱伝導性樹脂層８，９に切り込みが設けられていることによって、放熱
シート５Ｂにおける各層の積層方向に生じる反発力（圧縮方向の力）を積層方向と垂直な
方向に逃がすことができ、空気も入りにくくなる。
【００６６】
　また、放熱シート５Ｂは、適用対象の形状に対する追従性が高いため、電子部品４及び
筐体６に過度な荷重がかかりにくく、損傷が生じるリスクを低減できる。加えて、電子部
品４及び筐体６に凹凸がある場合でも、放熱シート５Ｂが当該凹凸に追従して、高い密着
性を発揮する。このように、放熱シート５Ｂは、密着性に優れることから、電子部品４で
生じた熱をより効率良く放熱できるため、より優れた放熱性も発揮する。
【００６７】
　以上のことから、放熱シート５Ｂは、電子部品４と筐体６との間に荷重をかけて挟持さ
れるような用途に特に好適である。したがって、放熱シート５Ｂは、好ましくは、粘着性
を有さない非粘着性シート（非粘着性の熱伝導性樹脂層８，９を備える非粘着性シート）
である。
【００６８】
　以上説明したような切り込み１０の効果を好適に得る観点から、切り込み１０は、１以
上の線状の切り込み（以下「切り込み線」という）で構成されている。この切り込み線は
、例えば、切断の痕跡のスジが見える程度の幅となっている。切り込み線の幅（短手方向
の長さ）は、放熱シート５Ｂに空気が入りにくく、熱伝導率を更に向上させる（熱抵抗を
更に低下させる）ことができると共に、放熱シート５Ｂの柔軟性及び追従性も更に向上さ
せることができる観点から、小さいほど好ましく、好ましくは３００μｍ以下、より好ま
しくは３００μｍ未満、更に好ましくは１００μｍ以下、特に好ましくは５０μｍ以下で
ある。切り込み線の幅（短手方向の長さ）は、２μｍ以上であってよく、好ましくは２μ
ｍ以上３００μｍ未満、より好ましくは２μｍ以上５０μｍ以下であってよい。
【００６９】
　切り込み線は、例えば、直線状であってよく、蛇行状、波状等の曲線状であってよい。
波状は、例えば、正弦波状、ノコギリ波状、矩形波状、台形波状、三角波状等であってよ
い。
【００７０】
　切り込み１０の平面形状は、特に限定されない。図３に示す実施形態では、切り込み１
０の平面形状は、格子状である。すなわち、図３に示す切り込み１０は、複数の直線状の
切り込み線が平面視において格子状に配置されることによって構成されている。格子を構
成する各四角形の平面形状は、例えば、長方形状、正方形状等であってよい。
【００７１】
　他の一実施形態では、切り込みの平面形状は、線状、破線状（ミシン目状）、多角形状
、楕円形状、円形状等であってもよい。
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【００７２】
　破線状（ミシン目状）は、例えば、複数の直線状の切り込み線が所定の間隔で一方向（
切り込み線の延在方向）に配列されている（切り込み線ありの部分と切り込み線なしの部
分が交互に繰り返されている）形状をいう。
【００７３】
　多角形状としては、特に限定されないが、例えば、三角形状、四角形状、五角形状、六
角形状、星形状等が挙げられる。四角形状としては、例えば、台形状、ひし形状、平行四
辺形状等が挙げられる。
【００７４】
　切り込み１０の平面形状は、好ましくは、直線状、波状、ひし形状、円形状、星形状及
び格子状であり、より好ましくは、直線状、ひし形状及び格子状であり、更に好ましくは
、切り込み加工時の作業性及び高追従性の点から、格子状（特に、格子を構成する各四角
形の平面形状が正方形状である格子状）である。
【００７５】
　切り込み１０の垂直断面形状（放熱シート５Ｂを構成する各層の積層方向に対して垂直
な方向から見た形状）は、特に限定されないが、例えば、Ｖ字状、Ｙ字状、ｌ字（英小文
字エル）状（一直線状）、斜め（スラッシュ）状等であってよく、放熱シート５Ｂを構成
する各層が積層された状態でも切り込み１０を形成することが容易である観点から、好ま
しくは、ｌ字（英小文字エル）状（一直線状）である。
【００７６】
　切り込み１０は、好ましくは、未貫通である（熱伝導性樹脂層８，９において厚さ方向
（積層方向）に貫通していない）。未貫通部分の長さ（熱伝導性樹脂層８，９において、
切り込みが形成されていない部分の厚さ方向（積層方向）の長さ）は、０．１ｍｍ以上、
０．１５ｍｍ以上、０．２ｍｍ以上、又は０．２５ｍｍ以上であってよく、６．０ｍｍ以
下、５．０ｍｍ以下、４．０ｍｍ以下、又は３．０ｍｍ以下であってよく、好ましくは０
．１ｍｍ～６．０ｍｍ、より好ましくは０．１５ｍｍ～５．０ｍｍ、更に好ましくは０．
２ｍｍ～４．０ｍｍ、特に好ましくは０．２５ｍｍ～３．０ｍｍである。
【００７７】
　熱伝導性樹脂層８，９の厚さに対する切り込み１０の深さ（熱伝導性樹脂層８，９の厚
さ方向（積層方向）における切り込み１０の長さ）の割合は、好ましくは、２％以上、１
０％以上、２０％以上、３０％以上、又は４０％以上であり、好ましくは、９０％以下、
８０％以下、又は７０％以下であり、好ましくは２％～９０％、より好ましくは３０％～
８０％、更に好ましくは４０％～７０％であってもよい。当該割合が上記の範囲であるこ
とによって、高柔軟性及び高追従性が得やすい（例えば、圧縮応力（圧縮率２０％時）が
、切り込みを設けない場合に比べて５％以上低減できる）とともに、熱抵抗も更に低減で
きる（熱伝導性を更に向上できる）。
【００７８】
　切り込み１０は、例えば切断手段を用いて、厚さ方向（積層方向）及びそれに垂直な方
向のいずれか又はこれらを組み合わせて、当該切断手段を動かすことにより、形成するこ
とができる。なお、切断手段は、「斜め方向」や「波状」等の任意の方向（形状）にも動
かすことができる。
【００７９】
　切断手段は、例えば、切り込み刃、レーザー、ウォータージェット（ウォーターカッタ
ー）等であってよく、切り込み線を狭くしやすく加工が容易なため、好ましくは切りこみ
刃である。切り込み１０を形成する方法は、切り込み刃によるスリット加工、レーザーメ
スによる加工などであってよい。
【００８０】
　放熱シート５に切り込みを入れる場合は、切り込み前後のアスカーＣ硬度の差が、好ま
しくは２以上、より好ましくは５以上になるように切り込みを入れることが好適である。
切り込み前後のアスカーＣ硬度の差が２以上であると、柔軟性の向上効果が得られやすく
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、追従性がより良好になる。この「切り込み前後のアスカーＣの差」は、「（切り込み前
のアスカーＣ硬度）－（切り込み後のアスカーＣ硬度）」にて算出することができる。
【００８１】
　電磁波シールド性放熱シートが切り込みを有する場合、切り込みが形成されている熱伝
導性樹脂層を電子部品４と接触させることが好ましい。言い換えれば、電子部品４に接触
する第１の熱伝導性樹脂層８と、筐体６に接触する第２の熱伝導性樹脂層９とのいずれか
一方に切り込み１０を形成する場合、図３に示す電磁波シールド性放熱シート５Ｂのよう
に、電子部品４に接触する第１の熱伝導性樹脂層８に切り込み１０を形成することが好ま
しい。
【００８２】
　この場合、放熱シート５Ｂは、高追従性により、電子部品４における第１の熱伝導性樹
脂層８との接触面の形状に追従できると共に、高柔軟性により、放熱シート５Ｂに応力が
加わったとしても、その応力を緩和できるので、電子部品４を損傷させづらい。そして、
放熱シート５Ｂは、高柔軟性及び高追従性を有しつつ、高熱伝導性も有するため、電子部
品４からの発熱を特に効率良く筐体６に伝えることができる。したがって、この電子機器
１では、電子部品４からの熱を効率良く電子機器１の外部へ放出することができる。
【００８３】
　以上説明した電子機器１では、電磁波シールド性放熱シート５が電磁波シールド性を有
しているため、電子部品４から発生する電磁波を閉じ込めるとともに、外部からの電磁波
を遮断することができる。加えて、電磁波シールド性放熱シート５が絶縁性も有している
ため、電子部品４と筐体６との空間距離が狭くてもよく、電子機器１の小型化が可能とな
る。また、筐体６が金属製の筐体である場合、電磁波シールド性を更に高めることができ
るが、電磁波シールド性放熱シート５により電磁波シールドが可能であるため、金属製の
筐体を用いる必要はなく、その代わりに放熱フィン等を用いて放熱性を確保することで、
更なる小型化にも貢献しうる。
【００８４】
　一方、従来の電子機器では、上述したような小型化は困難である。図４は、従来の電子
機器を示す模式断面図である。図４に示すように、従来の電子機器１１では、電磁波シー
ルド性放熱シートが設けられておらず、筐体１６が、電子部品４から発生する電磁波を遮
断すると共に、電子部品４から発生する熱を電子機器１１の外部に放出している。この場
合、筐体１６は、電磁波シールド性及び放熱性を得る観点から金属製であるが、電子部品
４と筐体１６との間の絶縁性を確保するために、電子部品４と筐体１６との空間距離が必
要である。したがって、従来の電子機器１１においては、小型化することが難しい。
【００８５】
　以上のことから、本実施形態の電磁波シールド性放熱シート５を備える電子機器１は、
電磁波による誤作動やノイズを抑制することができる。また、温度上昇や筐体の歪み等に
よる、電子部品４の寿命低下、動作不良、故障を低減できる電子部品４として提供するこ
とができる。
【００８６】
　また、一実施形態によれば、電磁波シールド性と熱伝導性を併せ持ち、かつ圧縮荷重（
応力）をも低減し、電子部品４等の適用対象への高追従性を有する電磁波シールド性放熱
シート５Ｂを提供することができる。また、放熱シート５Ｂでは、いわゆる溝ではなく、
切り込み１０が設けられていることで、空気が残らず、また電子部品４等の適用対象への
追従性も高く、密着性も高いので、放熱性も高い。放熱シート５Ｂは、特に電子部品用電
磁波シールド材及び放熱部材として好適である。
【００８７】
　さらに、放熱シート５Ｂは、半導体素子の発熱面と放熱フィン等の放熱面との密着性が
要求されるような電子部品用放熱部材として使用することが好適である。放熱シート５Ｂ
は、産業用部材等の電磁波シールド材及び熱伝導部材に好適に用いられるものであり、特
に実装時の圧縮応力を低減できる高柔軟性を有する高熱伝導性シート及び放熱部材として
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好適に用いられるものである。
【実施例】
【００８８】
　以下、本発明について、実施例及び比較例により、詳細に説明する。なお、本発明は以
下の実施例に限定されるものではない。
【００８９】
　下記に示す（ａ１）ビニル基を有するオルガノポリシロキサン及び（ａ２）Ｈ－Ｓｉ基
を有するオルガノポリシロキサンを含む二液性の付加反応型シリコーンである（Ａ）樹脂
成分と、（Ｂ）熱伝導性フィラーとを、表１～３に記載の配合比（体積％）で混合して、
熱伝導性樹脂組成物を調製した。なお、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の合計量を体積１００
％とした。
【００９０】
［（Ａ）樹脂成分］
＜Ａ－１＞
　二液付加反応型シリコーン（ビニル基を有するオルガノポリシロキサン（ビニル基含有
量０．３モル％）：Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサン（Ｈ－Ｓｉ含有量０．５
モル％）＝１：１（質量比））；東レダウコーニング社製ＳＥ－１８８５；２５℃におけ
る粘度４３０ｍＰａ・ｓ；各オルガノポリシロキサンの質量平均分子量：１２０，０００
。
＜Ａ－２＞
　二液付加反応型シリコーン（ビニル基を有するオルガノポリシロキサン（ビニル基含有
量０．８モル％）：Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサン（Ｈ－Ｓｉ含有量１．０
モル％）＝１：１（質量比）；モメンティブ社製ＴＳＥ－３０６２；２５℃における粘度
１０００ｍＰａ・ｓ；各オルガノポリシロキサンの質量平均分子量：２５，０００）
＜Ａ－３＞
　二液付加反応型シリコーン（ビニル基を有するオルガノポリシロキサン（ビニル基含有
量０．８モル％）：Ｈ－Ｓｉ基を有するオルガノポリシロキサン（Ｈ－Ｓｉ含有量１．０
モル％）＝１：１（質量比）；モメンティブ社製Ｘ１４－Ｂ８５３０；２５℃における粘
度３５０ｍＰａ・ｓ；各オルガノポリシロキサンの質量平均分子量：２１，０００）
【００９１】
　なお、ポリオルガノシロキサンの質量平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィー分析
の結果から求めたポリスチレン換算での値とした。分離は非水系の多孔性ゲル（ポリスチ
レン－ジメチルベンゼン共重合体）で、移動相としてトルエンを使い、検出には示差屈折
計（ＲＩ）を使用した。
【００９２】
［（Ｂ）熱伝導性フィラー］
　熱伝導性フィラーは、下記の酸化アルミニウム（アルミナ）を使用した。表１～３中の
熱伝導性フィラーの「フィラー合計」（体積％）は、使用した各球状フィラー及び各結晶
性アルミナの合計量である。
＜Ｂ－１＞
　球状アルミナ（平均粒径：４５μｍ、デンカ株式会社製　球状アルミナＤＡＷ４５Ｓ）
＜Ｂ－２＞
　球状アルミナ（平均粒径：５μｍ、デンカ株式会社製　球状アルミナＤＡＷ０５）
＜Ｂ－３＞
　結晶性アルミナ（平均粒径：０．５μｍ、住友化学株式会社製　結晶性アルミナＡＡ－
０５）
【００９３】
　なお、熱伝導性フィラーの平均粒径は、島津製作所製「レーザー回折式粒度分布測定装
置ＳＡＬＤ－２０」を用いて測定を行った。評価サンプルは、ガラスビーカーに５０ｃｃ
の純水と測定する熱伝導性フィラー粉末を５ｇ添加して、スパチュラを用いて撹拌し、そ
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の後超音波洗浄機で１０分間、分散処理を行った。分散処理を行った熱伝導性フィラー粉
末の溶液を、スポイトを用いて、装置のサンプラ部に一滴ずつ添加して、吸光度が安定し
たところで測定を行った。レーザー回折式粒度分布測定装置では、センサで検出した粒子
による回折／散乱光の光強度分布のデータから粒度分布を計算する。平均粒径は、測定さ
れる粒径の値に相対粒子量（差分％）を掛け、相対粒子量の合計（１００％）で割って求
められる。なお、平均粒径は粒子の平均直径であり、極大値又はピーク値である累積重量
平均値Ｄ５０（又はメジアン径）として求めることができる。なお、Ｄ５０は、出現率が
最も大きい粒径になる。
【００９４】
　続いて、得られた熱伝導性樹脂組成物を、ドクターブレード（法）を用いて、表１，２
に示す各導電層の一方の面上に、表１，２に示す厚さの熱伝導性樹脂層が得られるように
配置した後、１１０℃で８時間加熱硬化を行った。その後、導電層の他方の面上に、上記
と同様にして熱伝導性樹脂組成物を配置した後、１１０℃で８時間加熱硬化を行った。こ
れにより、実施例１～９及び比較例１の放熱シートを作製した。
【００９５】
　また、実施例１０～１４では、実施例８で得られた放熱シートにおける片方又は両方の
熱伝導性樹脂層に対して、切り込みを形成した。より具体的には、切り込み刃を用いて、
片方又は両方の熱伝導性樹脂層に対して、互いに垂直となる二方向に直線状の切り込み線
を入れ、格子状の切り込みを形成した。なお、切り込み線の幅（短手方向の長さ）は５０
μｍ以下であり、格子を構成する各四角形の平面形状は１．５ｍｍ×１．５ｍｍの正方形
状、格子を構成する四角形の数は１５ｍｍ２あたり１００個であった。また、切り込みの
深さ（厚さ方向の長さ）及び熱伝導性樹脂層の厚さに対する当該深さの割合は、表３に示
すとおりであった。
【００９６】
　得られた各放熱シートについて、以下の方法により評価した。結果を表１～３に示す。
【００９７】
＜電磁波シールド性＞
　１３０×１３０ｍｍの放熱シートを用いて、ＫＥＣ法によって１ＭＨｚでの電磁波シー
ルド効果を測定した。シールド効果が１０ｄＢ以上であれば電磁波シールド性に優れてい
るといえ、２０ｄＢ以上であれば特に優れているといえる。
【００９８】
＜熱伝導率＞
　放熱シートをＴＯ－３型に裁断した試料を、トランジスタが内蔵されたＴＯ－３型銅製
ヒーターケース（有効面積６．０ｃｍ２）と銅板との間に挟み、初期厚さの１０％が圧縮
されるように荷重をかけた状態で、トランジスタに電力１５Ｗをかけて５分間保持した。
その後、ヒーターケース側及び銅板側のそれぞれの温度（℃）を測定した。測定結果から
、下記式：
　熱抵抗（℃／Ｗ）＝（ヒーターケース側の温度（℃）－銅板側の温度（℃））／電力（
Ｗ）
により、熱抵抗を求めた。続いて、上記熱抵抗を用いて、下記式：
　熱伝導率（Ｗ／ｍ・Ｋ）＝試料の厚さ（ｍ）／（断面積（ｍ２）×熱抵抗（℃／Ｗ））
により、熱伝導率を算出した。熱伝導率が０．５Ｗ／ｍ・Ｋ以上であれば熱伝導性に優れ
ているといえ、２Ｗ／ｍ・Ｋ以上であればより優れており、４Ｗ／ｍ・Ｋ以上であれば特
に優れているといえる。
【００９９】
＜アスカーＣ硬度＞
　アスカーＣ硬度は、高分子計器株式会社製「アスカーゴム硬度計Ｃ型」で測定した。ア
スカーＣ硬度が４０未満であれば放熱シートが高柔軟性を有しており、アスカーＣ硬度が
１５以下であれば放熱シートが特に高柔軟性を有しているといえる。
【０１００】
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　実施例１０～１４については、以下の圧縮応力についての評価も実施した。結果を表３
に示す。
＜圧縮応力＞
　放熱シートを６０×６０ｍｍに打ち抜いた後、卓上試験機（島津製作所製ＥＺ－ＬＸ）
により、厚さに対して、圧縮率２０％時の荷重（Ｎ）を測定し、これを圧縮応力（Ｎ）と
した。
　また、下記式：
圧縮応力低減率（％）＝｛圧縮による厚さの変化量（ｍｍ）×１００｝／圧縮前の厚さ（
ｍｍ）
にて、圧縮応力低減率を算出した。圧縮応力の低減率が低減率５％以上であれば、圧縮応
力を好適に低減できるといえる。
【０１０１】
【表１】

【０１０２】
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【０１０３】
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【表３】

【０１０４】
　実施例１～４について、導電層の種類や厚さに応じて高い電磁波シールド性を持つ放熱
シートを得ることができた。また、実施例５～９について、成分（Ａ）及び（Ｂ）のシリ
コーン樹脂の分子量、熱伝導性フィラー量を問わず、高い電磁波シールド性を持つ放熱シ
ートを得ることができた。一方、比較例１では放熱性と柔軟性は付与できたが、絶縁性の
ＰＥＴを用いたことにより、電磁波シールド性を得ることができなかった。
【０１０５】
　実施例１０～１４について、切り込みを形成することにより、圧縮応力が低減された電
磁波シールド性の放熱シートを得ることができた（なお、切り込みが形成されていない実
施例８の放熱シートの圧縮応力は２２６Ｎであった）。また、熱伝導性樹脂層の片方及び
両方のいずれに切り込みを形成しても、圧縮応力低減率が５％以上となる柔軟性を有する
放熱シートを得ることができた。
【産業上の利用可能性】
【０１０６】
　本発明の電磁波シールド性放熱シートは、高い電磁波シールド性と熱伝導性を兼ね備え
、かつシート使用時の圧縮荷重（圧縮応力）をも低減し、適用対象への高い追従性を有す
る。本発明の電磁波シールド性放熱シートは、電子部品の電磁波シールド及び放熱部材に
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好適に適用できる。特に自動車の電装関係部品（カーナビやラジオ、自動運転関連装置な
ど）に対して好適な電磁波シールド性放熱シートを提供できる。
【符号の説明】
【０１０７】
　１…電子機器、２…基板、３…半田、４…電子部品、５…電磁波シールド性放熱シート
、６…筐体、７…導電層、８…第１の熱伝導性樹脂層、９…第２の熱伝導性樹脂層、１０
…切り込み。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【手続補正書】
【提出日】令和2年2月26日(2020.2.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子部品と、
　電磁波シールド性放熱シートと、
　前記電子部品及び前記電磁波シールド性放熱シートを収容する筐体と、を備え、
　前記電磁波シールド性放熱シートは、第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝
導性樹脂層とをこの順に備え、かつ、前記第１の熱伝導性樹脂層が前記電子部品に接触し
、前記第２の熱伝導性樹脂層が前記筐体に接触するように配置されており、
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層は、前記導電層の両面にそれ
ぞれ接するように積層されており、
　前記導電層は、金属箔で形成されている、電子機器。
【請求項２】
　前記導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む、請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、請求項１又は２に記載の電子機器。
【請求項４】



(21) JP WO2019/230607 A1 2019.12.5

　前記熱伝導性フィラーの含有量が、前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性
樹脂層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、請求項３に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、請求項１～４のいずれか一項に記載の電子機器。
【請求項６】
　第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝導性樹脂層とをこの順に備え、
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層は、前記導電層の両面にそれ
ぞれ接するように積層されており、
　前記導電層は、金属箔で形成されている、電磁波シールド性放熱シート。
【請求項７】
　前記導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む、請求項６に記載の電磁波シールド性放熱シート。
【請求項８】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、請求項６又は７に記載の電磁波シールド性放熱シート。
【請求項９】
　前記熱伝導性フィラーの含有量が、前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性
樹脂層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、請求項８に記載の電磁波シールド性
放熱シート。
【請求項１０】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、請求項６～９のいずれか一項に記載の電磁波シールド性放熱シ
ート。
【手続補正書】
【提出日】令和2年5月8日(2020.5.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子部品と、
　電磁波シールド性放熱シートと、
　前記電子部品及び前記電磁波シールド性放熱シートを収容する筐体と、を備え、
　前記電磁波シールド性放熱シートは、第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝
導性樹脂層とをこの順に備え、かつ、前記第１の熱伝導性樹脂層が前記電子部品に接触し
、前記第２の熱伝導性樹脂層が前記筐体に接触するように配置されており、
　前記導電層は、金属箔で形成されている、電子機器（ただし、前記第１の熱伝導性樹脂
層及び前記第２の熱伝導性樹脂層を前記導電層を介さずに接着した接着部を有する電磁波
シールド性放熱シートを備える電子機器を除く）。
【請求項２】
　前記導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む、請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、請求項１又は２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記熱伝導性フィラーの含有量が、前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性
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樹脂層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、請求項３に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、請求項１～４のいずれか一項に記載の電子機器。
【請求項６】
　第１の熱伝導性樹脂層と、導電層と、第２の熱伝導性樹脂層とをこの順に備え、
　前記導電層は、金属箔で形成されている、電磁波シールド性放熱シート（ただし、前記
第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層を前記導電層を介さずに接着した接
着部を有する電磁波シールド性放熱シートを除く）。
【請求項７】
　前記導電層が、アルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む、請求項６に記載の電磁波シールド性放熱シート。
【請求項８】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層が、それぞれ、シリコーン樹
脂及び熱伝導性フィラーを含む、請求項６又は７に記載の電磁波シールド性放熱シート。
【請求項９】
　前記熱伝導性フィラーの含有量が、前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性
樹脂層のそれぞれに対して４０～８５体積％である、請求項８に記載の電磁波シールド性
放熱シート。
【請求項１０】
　前記第１の熱伝導性樹脂層及び前記第２の熱伝導性樹脂層の少なくとも一方に複数の切
り込みが形成されている、請求項６～９のいずれか一項に記載の電磁波シールド性放熱シ
ート。
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